


























  ①内政上の矛盾の実態を確認すること（但し、所得格差と失業問題に限定）。 
  ②内政上の矛盾が爆発する可能性はあるのか考察すること。 





 80 年には約 0.3、88 年 0.382 と基本的に合理的範囲内にあったジニ係数は、市場経済化
が本格化した 90 年代半ば以降、0.45 代に突入し、格差拡大が持続的に続いている。精華大




  b)その他の尺度からみた所得格差拡大状況 
 ｧ)都市と農村住民の所得格差の拡大 







   ［表］ 都市と農村住民の所得比較 単位：元 
 
  
    
 
都市住民一人全所得 農村住民一人純収入  Ａ／Ｂ 





  01 
  02 
  03 
  04 
     5188.5               2090.13         2.48 
     5458.3               2161.98         2.52 
     5888.8               2210.34         2.66 
     6316.8               2253.42         2.80 
     6907.1               2366.40         2.92 
     8177.4注）             2475.6         3.30 
     9061.2                2622.2         3.46 













  ｨ)階層間所得格差の拡大 
  都市住民の所得最高位 10％の一人当たり可処分所得と最低位 10％のそれとの比は、04
年第１～第３・四半期の場合 9.1：１、農家の最高位 20％の一人平均所得と最低 20％のそ
れとの比は、03 年の場合 7.3：１であり、いずれも拡大傾向にある。 
 ｩ)地域の所得格差拡大 
  一人当たり省住民所得格差は、03 年の最高と最低は上海と甘粛であり、その比は 9..3：
１であった。ちなみに日本の場合、東京と沖縄であり、その比は 1.9：１である。 
  東－中－西、一人当たりＧＤＰ格差も、拡大している。 
２）失業問題の現状 
  a)失業率の実態 
  都市部登録失業率では４％代前半に留まっているが（03 年 4.3％、04 年 4.2％）、西側基
準で計算すると実質８～10％程度とみられる。もっと高い推計をあげる中国の研究者もい
る（周天勇は 03 年 10.99％、04 年 11.45％という数字を挙げている＜『中国経済時報』04・
12・09＞）。                                              
 但し 04 年には新規増加就業 980 万人（03 年比 130 万人増）もあり、失業問題は若干緩
和したとみられる。資本・技術集約型産業とハイテク産業に傾斜した成長モデルから、労
働集約型産業発展にも配慮した成長モデルへの転換や非正規就業の奨励が背景にある。 
  b)失業後の現実 
  最低生活保障金受領者が増大している。03 年 2235 万人、04 年 2201 万人と都市部住民




  c)労働条件の劣悪化 
  都市部では農民工を中心に非正規就業が増大しているが（上原の推計では、都市部就業
者統計で挙げられている私営・個人企業従業者を含めれば、都市部就業者の約４割）、その
労働条件は劣悪である。中華全国総工会法律工作部の報告（04 年 12 月）（『人民網』04・
12・10）によれば、以下の通りである。 
  1>就業の権利が不平等で、就業に保障がない。 
  2>労働契約の締結率が低くかつ規範的でない。 
  3>賃金を受け取る権利がひどく侵されている。 
  4>労働条件が劣悪で、労働安全問題が重大。 
  5>社会保険が基本的に欠落。 
  6>超過労働の現象が普遍的、かつ非常に重大。 





























 10 の階層の底辺に位置付けられた農業労働者が現在なお 44％（78 年 67.41％、88 年
55.84％、91 年 53.01％、99 年 44.0％に減少していた）にとどまっており、拡大すべき階












(本稿は 5 月 18 日に開催された上海センター・ブラウン・バッグ・ランチでの報告を報告
者本人にまとめていただいたものです。 事務局) 
